別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：商業振興費

	事業名: 中小企業人権啓発支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部 中小企業課 団体支援担当　電話番号：058-272-1111（内3069）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：132千円（前年度予算額：132千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　中小企業庁の委託を受け、中小企業者等に対する人権啓発のためのセミナー「企業と人権に関する講演会」を実施する。  

  ○テーマ

    　　　経済、企業活動におけるさまざまな人権問題（同和問題、障がい者、高齢者、女性
等）をテーマとする。

  ○参加者

    　産業界等の役職員を対象とする。なお、民間経済団体等に対し多くの者に参加し
　　てもらうよう協力を求める。
	２　所要経費


　「企業と人権に関する講演会」開催経費  132千円（講師謝金、会場借上料 等）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
２ 多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

   多様な人とつながる力を育てるために

・人と人とのつながり、地域をつくる力を、将来にわたってふるさとを支える基礎と位置づけ、幼児期から人とのコミュニケーション能力や協調性、他者に対する思いやりの心などを育てることを通じ、将来のふるさと岐阜県を支える人材を育成します。
	２　これまでの取組状況


平成１４年度より継続的にセミナーを実施

平成２１年度の開催実績は下記の通り
　　・開催日　　平成22年１月27日　

    ・会　場　　岐阜県県民ふれあい会館 展望レセプションルーム

    ・テーマ　　企業における人権とは？～人権と企業の責任～

平成２２年度は、平成２３年１月に開催予定

	３　これまでの取組に対する評価


企業等の事業所において、公正な採用を促進するとともに、公正な配置昇進など事業所内における人権の尊重を確保できる。

「人権」に関する普及啓発は継続的に取組み続けることが重要であるが、本事業は平成１４年度以降、継続して実施しており、長期的な視点からみて人権啓発の効果が高い。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	132
	132
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	132
	132
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	1月15

日時点

査定額
	132
	132
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
































